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【令和 7 年 4 月 1 日施行予定分(条・項の数字に網掛けした部分)】 

 

育児・介護休業法の条文は、厚生労働省ホームページより引用しました「育児・介護休業

法 改正ポイントのご案内 令和 7(2025)年 4 月 1 日から段階的に施行」とするリーフレ

ットに記載された順(「⑨介護のためのテレワーク導入(第 24 条第４項)」は除く)に並んで

いますので、ご了承下さい。また、一部の条文には厚生労働省令(施行規則)の条文を直接挿

入(本法の条文と区別するために、カッコ書きして段落しています)しているものがあり、非

常に読み辛くなっており、恐縮ですが、ご了承下さい。 

※ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律(R7.4.1 施行) 

※ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則

(R7.4.1 施行) 

 

（子の看護等休暇の申出） 

第十六条の二 九歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある子（以下この項

において「小学校第三学年修了前の子」という。）を養育する労働者は、その事業主に申し

出ることにより、一の年度において五労働日（その養育する小学校第三学年修了前の子が二

人以上の場合にあっては、十労働日）を限度として、負傷し、若しくは疾病にかかった当該

小学校第三学年修了前の子の世話、疾病の予防を図るために必要なものとして厚生労働省

令 

第三十二条 法第十六条の二第一項の厚生労働省令で定める当該小学校第三学年修了前の

子の世話は、同項の小学校第三学年修了前の子に予防接種又は健康診断を受けさせること

とする。 

で定める当該小学校第三学年修了前の子の世話若しくは学校保健安全法（昭和三十三年法

律第五十六号）第二十条の規定による学校の休業その他これに準ずるものとして厚生労働

省令 

第三十三条 法第十六条の二第一項の厚生労働省令で定める事由は、次のとおりとする。 

一 学校保健安全法（昭和三十三年法律第五十六号）第十九条の規定による出席停止 

二 保育所等その他の施設又は事業における学校保健安全法第二十条の規定による学校の

休業に準ずる事由又は前号に掲げる事由に準ずる事由 

で定める事由に伴う当該小学校第三学年修了前の子の世話を行うため、又は当該小学校第

三学年修了前の子の教育若しくは保育に係る行事のうち厚生労働省令 

第三十三条の二 法第十六条の二第一項の厚生労働省令で定めるものは、入園、卒園又は入

学の式典その他これに準ずる式典とする。 

で定めるものへの参加をするための休暇（以下「子の看護等休暇」という。）を取得するこ

とができる。 

２ 子の看護等休暇は、一日の所定労働時間が短い労働者として厚生労働省令で定めるも

https://laws.e-gov.go.jp/law/403AC0000000076/20250401_506AC0000000042
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の以外の者は、厚生労働省令 

第三十四条 法第十六条の二第二項の厚生労働省令で定める一日未満の単位は、時間（一日

の所定労働時間数に満たないものとする。）であって、始業の時刻から連続し、又は終業の

時刻まで連続するものとする。 

２ 前項に規定する一日未満の単位で取得する子の看護等休暇一日の時間数は、一日の所

定労働時間数（日によって所定労働時間数が異なる場合には、一年間における一日平均所定

労働時間数とし、一日の所定労働時間数又は一年間における一日平均所定労働時間数に一

時間に満たない端数がある場合は、一時間に切り上げるものとする。）とする。 

で定めるところにより、厚生労働省令で定める一日未満の単位で取得することができる。 

３ 第一項の規定による申出は、厚生労働省令で定めるところにより、子の看護等休暇を取

得する日（前項の厚生労働省令で定める一日未満の単位で取得するときは子の看護等休暇

の開始及び終了の日時）を明らかにして、しなければならない。 

４ 第一項の年度は、事業主が別段の定めをする場合を除き、四月一日に始まり、翌年三月

三十一日に終わるものとする。➨【既設分】 

 

（子の看護等休暇の申出があった場合における事業主の義務等） 

第十六条の三 事業主は、労働者からの前条第一項の規定による申出があったときは、当該

申出を拒むことができない。➨【既設分】 

２ 第六条第一項ただし書（第二号に係る部分に限る。）(育児休業をすることができないこ

ととすることについて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令(第 8 条

第 2号 一週間の所定労働日数が著しく少ないものとして厚生労働大臣が定める日数(2日)

以下の労働者)で定めるもの)及び第二項の規定は、労働者からの前条第一項の規定による申

出があった場合について準用(つまり、労使協定により適用除外とされた者は、子の看護等

休暇を取得することはできないということ)する。この場合において、同号中「定めるもの」

とあるのは「定めるもの(つまり、1 週間の所定労働日数が 2 日以下の労働者のこと)又は業

務の性質若しくは業務の実施体制に照らして、第十六条の二第二項の厚生労働省令で定め

る一日未満の単位で子の看護等休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労

働者（同項の規定による厚生労働省令で定める一日未満の単位で取得しようとする者に限

る。）」と、第六条第二項中「前項ただし書」とあるのは「第十六条の三第二項において準用

する前項ただし書」と、「前条第一項、第三項及び第四項」とあるのは「第十六条の二第一

項」と読み替えるものとする。 

 

（準用） 

第十六条の四 第十六条の規定は、第十六条の二第一項の規定による申出及び子の看護等

休暇について準用する。 
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（育児休業申出があった場合における事業主の義務等）(令和 7 年 4 月 1 日施行分) 

第六条 事業主は、労働者からの育児休業申出があったときは、当該育児休業申出を拒むこ

とができない。ただし、当該事業主と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組

織する労働組合があるときはその労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働

組合がないときはその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる労

働者のうち育児休業をすることができないものとして定められた労働者に該当する労働者

からの育児休業申出があった場合は、この限りでない。 

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者➨令和 6年 5月 31日施

行分では、「1年」を「6月」と読み替えた上で準用されていたが、そもそもこの号は令和 7

年 4月 1日施行分においては準用されず撤廃されている。 

二 前号に掲げるもののほか、育児休業をすることができないこととすることについて合

理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令で定めるもの 

２ 前項ただし書の場合において、事業主にその育児休業申出を拒まれた労働者は、前条第

一項、第三項及び第四項の規定にかかわらず、育児休業をすることができない。 

 

> 
 

第六章 所定外労働の制限 

第十六条の八 事業主は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者であって、

当該事業主と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がある

ときはその労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその

労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる労働者のうちこの項本文

の規定による請求をできないものとして定められた労働者に該当しない労働者が当該子を

養育するために請求した場合においては、所定労働時間を超えて労働させてはならない。た

だし、事業の正常な運営を妨げる場合は、この限りでない。 

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者➨【既設分】 

二 前号に掲げるもののほか、当該請求をできないこととすることについて合理的な理由

があると認められる労働者として厚生労働省令で定めるもの➨【既設分】 

２ 前項の規定による請求は、厚生労働省令で定めるところにより、その期間中は所定労働

時間を超えて労働させてはならないこととなる一の期間（一月以上一年以内の期間に限る。

第四項において「制限期間」という。）について、その初日（以下この条において「制限開

始予定日」という。）及び末日（第四項において「制限終了予定日」という。）とする日を明

らかにして、制限開始予定日の一月前までにしなければならない。この場合において、この

項前段に規定する制限期間については、第十七条第二項前段（第十八条第一項において準用

する場合を含む。）に規定する制限期間と重複しないようにしなければならない。➨【既設



4 

 

分】 

３ 第一項の規定による請求がされた後制限開始予定日とされた日の前日までに、子の死

亡その他の労働者が当該請求に係る子の養育をしないこととなった事由として厚生労働省

令で定める事由が生じたときは、当該請求は、されなかったものとみなす。この場合におい

て、労働者は、その事業主に対して、当該事由が生じた旨を遅滞なく通知しなければならな

い。➨【既設分】 

４ 次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、制限期間は、当該事情が生じた日

（第三号に掲げる事情が生じた場合にあっては、その前日）に終了する。 

一 制限終了予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の労働者が第一項の規定に

よる請求に係る子を養育しないこととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じ

たこと。➨【既設分】 

二 制限終了予定日とされた日の前日までに、第一項の規定による請求に係る子が小学校

就学の始期に達したこと。 

三 制限終了予定日とされた日までに、第一項の規定による請求をした労働者について、労

働基準法第六十五条第一項若しくは第二項の規定により休業する期間、育児休業期間、出生

時育児休業期間又は介護休業期間が始まったこと。➨【既設分】 

５ 第三項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由が生じた場合について

準用する。➨【既設分】 

 

第十六条の九 前条第一項から第三項まで及び第四項（第二号を除く。）の規定は、要介護

状態にある対象家族を介護する労働者について準用する。この場合において、同条第一項中

「当該子を養育する」とあるのは「当該対象家族を介護する」と、同条第三項及び第四項第

一号中「子」とあるのは「対象家族」と、「養育」とあるのは「介護」と読み替えるものと

する。➨【既設分】 

２ 前条第三項後段の規定は、前項において準用する同条第四項第一号の厚生労働省令で

定める事由が生じた場合について準用する。➨【既設分】 

 

第十六条の十 事業主は、労働者が第十六条の八第一項（前条第一項において準用する場合

を含む。以下この条において同じ。）の規定による請求をし、又は第十六条の八第一項の規

定により当該事業主が当該請求をした労働者について所定労働時間を超えて労働させては

ならない場合に当該労働者が所定労働時間を超えて労働しなかったことを理由として、当

該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。➨【既設分】 

 

> 
 



5 

 

（所定労働時間の短縮措置等） 

第二十三条 事業主は、その雇用する労働者のうち、その三歳に満たない子を養育する労働

者であって育児休業をしていないもの（一日の所定労働時間が短い労働者として厚生労働

省令 

(第七十二条 法第二十三条第一項本文の一日の所定労働時間が短い労働者として厚生労働

省令で定めるものは、一日の所定労働時間が六時間以下の労働者とする。) 

で定めるものを除く。）に関して、厚生労働省令 

(第七十三条 法第二十三条第一項の育児のための所定労働時間の短縮措置は、一日の所定

労働時間を原則として六時間とする措置を含むものとしなければならない。) 

で定めるところにより、労働者の申出に基づき所定労働時間を短縮することにより当該労

働者が就業しつつその子を養育することを容易にするための措置（以下この条及び第二十

四条第一項第三号において「育児のための所定労働時間の短縮措置」という。）を講じなけ

ればならない。ただし、当該事業主と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組

織する労働組合があるときはその労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働

組合がないときはその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる労

働者のうち育児のための所定労働時間の短縮措置を講じないものとして定められた労働者

に該当する労働者については、この限りでない。 

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者➨【既設分】 

二 前号に掲げるもののほか、育児のための所定労働時間の短縮措置を講じないこととす

ることについて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令 

(第七十三条の二 法第二十三条第一項第二号の厚生労働省令で定めるものは、一週間の所

定労働日数が二日以下の労働者とする。) 

で定めるもの➨【既設分】 

三 前二号に掲げるもののほか、業務の性質又は業務の実施体制に照らして、育児のための

所定労働時間の短縮措置を講ずることが困難と認められる業務に従事する労働者➨【既設

分】 

２ 事業主は、その雇用する労働者のうち、前項ただし書の規定により同項第三号に掲げる

労働者であってその三歳に満たない子を養育するものについて育児のための所定労働時間

の短縮措置を講じないこととするときは、当該労働者に関して、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、労働者の申出に基づく育児休業に関する制度に準ずる措置又は次の各号のいず

れかに掲げる措置を講じなければならない。 

一 労働者の申出に基づき、当該労働者が就業しつつその子を養育することを容易にする

ため、住居その他これに準ずるものとして労働契約又は労働協約、就業規則その他これらに

準ずるもので定める場所における勤務（第二十四条第四項において「在宅勤務等」という。）

をさせる措置（同条第二項において「在宅勤務等の措置」という。） 

二 前号に掲げるもののほか、労働基準法第三十二条の三第一項の規定により労働させる
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ことその他の労働者の申出に基づく厚生労働省令 

(第七十四条 法第二十三条第二項第二号の厚生労働省令で定める当該労働者が就業しつつ

その子を養育することを容易にするための措置は、当該制度の適用を受けることを希望す

る労働者に適用される次に掲げるいずれかの方法により講じられる措置とする。 

一 労働基準法第三十二条の三第一項の規定による労働時間の制度(フレックスタイム制)

を設けること。 

二 一日の所定労働時間を変更することなく始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げ

る制度を設けること。 

三 労働者の三歳に満たない子に係る保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

を行うこと。) 

で定める当該労働者が就業しつつその子を養育することを容易にするための措置（第二十

四条第一項において「始業時刻変更等の措置」という。） 

３ 事業主は、その雇用する労働者のうち、その要介護状態にある対象家族を介護する労働

者であって介護休業をしていないものに関して、厚生労働省令 

(第七十四条の二 介護のための所定労働時間の短縮等の措置は、二回以上の利用をするこ

とができる措置とし、次の各号に掲げるいずれかの方法により講じなければならない。ただ

し、第三号の方法により介護のための所定労働時間の短縮等の措置を講ずる場合には、二回

以上の利用ができることを要しない。 

一 法第二十三条第三項の労働者（以下この条において単に「労働者」という。）であって

当該勤務に就くことを希望するものに適用される所定労働時間の短縮の制度を設けること。 

二 当該制度の適用を受けることを希望する労働者に適用される前条第一号又は第二号に

掲げるいずれかの制度を設けること。 

三 要介護状態にある対象家族を介護する労働者がその就業中に、当該労働者に代わって

当該対象家族を介護するサービスを利用する場合、当該労働者が負担すべき費用を助成す

る制度その他これに準ずる制度を設けること。 

で定めるところにより、労働者の申出に基づく連続する三年の期間以上の期間における所

定労働時間の短縮その他の当該労働者が就業しつつその要介護状態にある対象家族を介護

することを容易にするための措置（以下この条及び第二十四条第三項において「介護のため

の所定労働時間の短縮等の措置」という。）を講じなければならない。ただし、当該事業主

と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその

労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過

半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる労働者のうち介護のための所定労働

時間の短縮等の措置を講じないものとして定められた労働者に該当する労働者については、

この限りでない。 

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者➨【既設分】 

二 前号に掲げるもののほか、介護のための所定労働時間の短縮等の措置を講じないこと
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とすることについて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令 

(第七十五条 法第二十三条第三項第二号の厚生労働省令で定めるものは、一週間の所定労

働日数が二日以下の労働者とする。) 

で定めるもの➨【既設分】 

４ 前項本文の期間は、当該労働者が介護のための所定労働時間の短縮等の措置の利用を

開始する日として当該労働者が申し出た日から起算する。➨【既設分】 

 

第二十三条の二 事業主は、労働者が前条の規定による申出をし、又は同条の規定により当

該労働者に措置が講じられたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な

取扱いをしてはならない。➨【既設分】 

 

> 
 

（小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者等に関する措置） 

第二十四条 事業主は、その雇用する労働者のうち、その小学校就学の始期に達するまでの

子を養育する労働者に関して、労働者の申出に基づく育児に関する目的のために利用する

ことができる休暇（子の看護等休暇、介護休暇及び労働基準法第三十九条の規定による年次

有給休暇として与えられるものを除き、出産後の養育について出産前において準備するこ

とができる休暇を含む。）を与えるための措置及び次の各号に掲げる当該労働者の区分に応

じ当該各号に定める制度又は措置に準じて、それぞれ必要な措置を講ずるように努めなけ

ればならない。 

一 その一歳（当該労働者が第五条第三項の規定による申出をすることができる場合にあ

っては一歳六か月、当該労働者が同条第四項の規定による申出をすることができる場合に

あっては二歳。次号において同じ。）に満たない子を養育する労働者（第二十三条第二項に

規定する労働者を除く。同号において同じ。）で育児休業をしていないもの 始業時刻変更

等の措置➨【既設分】 

二 その一歳から三歳に達するまでの子を養育する労働者 育児休業に関する制度又は始

業時刻変更等の措置➨【既設分】 

三 その三歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者 育児休業に関す

る制度、育児のための所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措置 

２ 前項に定めるもののほか、事業主は、その雇用する労働者のうち、その三歳に満たない

子を養育する労働者（第二十三条第二項に規定する労働者を除く。）で育児休業をしていな

いものに関して、在宅勤務等の措置に準じて、必要な措置を講ずるように努めなければなら

ない。 

３ 事業主は、その雇用する労働者のうち、その家族を介護する労働者に関して、介護休業
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若しくは介護休暇に関する制度又は介護のための所定労働時間の短縮等の措置に準じて、

その介護を必要とする期間、回数等に配慮した必要な措置を講ずるように努めなければな

らない。➨【既設分】 

４ 前項に定めるもののほか、事業主は、その雇用する労働者のうち、その要介護状態にあ

る対象家族を介護する労働者で介護休業をしていないものに関して、労働者の申出に基づ

く在宅勤務等をさせることにより当該労働者が就業しつつその要介護状態にある対象家族

を介護することを容易にするための措置を講ずるように努めなければならない。 

 

> 
 

（育児休業の取得の状況の公表） 

第二十二条の二 常時雇用する労働者の数が三百人を超える事業主は、厚生労働省令で定

めるところにより、毎年少なくとも一回、その雇用する労働者の育児休業の取得の状況とし

て厚生労働省令で定めるものを公表しなければならない。 

 

> 
 

第五章 介護休暇 

（介護休暇の申出）➨【既設分】 

第十六条の五 要介護状態にある対象家族の介護その他の厚生労働省令 

(第三十八条法第十六条の五第一項の厚生労 働省令で定める世話は、次に掲げるものとす

る。 

一 介護 

二 通院等の付添い、介護サービスの提供を受けるために必要な手続きの代行その他の必

要な世話) 

で定める世話を行う労働者は、その事業主に申し出ることにより、一の年度において五労働

日（要介護状態にある対象家族が二人以上の場合にあっては、十労働日）を限度として、当

該世話を行うための休暇（以下「介護休暇」という。）を取得することができる。 

２ 介護休暇は、一日の所定労働時間が短い労働者として厚生労働省令で定めるもの以外

の者は、厚生労働省令 

(第四十条 法第十六条の五第二項の厚生労働省令で定める一日未満の単位は、時間（一日

の所定労働時間数に満たないものとする。）であって、始業の時刻から連続し、又は終業の

時刻まで連続するものとする。 

２ 前項に規定する一日未満の単位で取得する介護休暇一日の時間数は、一日の所定労働
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時間数（日によって所定労働時間数が異なる場合には、一年間における一日平均所定労働時

間数とし、一日の所定労働時間数又は一年間における一日平均所定労働時間数に一時間に

満たない端数がある場合は、一時間に切り上げるものとする。）とする。) 

で定めるところにより、厚生労働省令で定める一日未満の単位で取得することができる。 

３ 第一項の規定による申出は、厚生労働省令で定めるところにより、当該申出に係る対象

家族が要介護状態にあること及び介護休暇を取得する日（前項の厚生労働省令で定める一

日未満の単位で取得するときは介護休暇の開始及び終了の日時）を明らかにして、しなけれ

ばならない。 

４ 第一項の年度は、事業主が別段の定めをする場合を除き、四月一日に始まり、翌年三月

三十一日に終わるものとする。 

 

（介護休暇の申出があった場合における事業主の義務等） 

第十六条の六 事業主は、労働者からの前条第一項の規定による申出があったときは、当該

申出を拒むことができない。 

２ 第六条第一項ただし書（第二号に係る部分に限る。）(育児休業をすることができないこ

ととすることについて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令(第 8 条

第 2号 一週間の所定労働日数が著しく少ないものとして厚生労働大臣が定める日数(2日)

以下の労働者)で定めるもの)及び第二項の規定は、労働者からの前条第一項の規定による申

出があった場合について準用(つまり、労使協定により適用除外とされた者は、子の看護等

休暇を取得することはできないということ)する。この場合において、同号中「定めるもの」

とあるのは「定めるもの(つまり、1 週間の所定労働日数が 2 日以下の労働者のこと)又は業

務の性質若しくは業務の実施体制に照らして、第十六条の五第二項の厚生労働省令で定め

る一日未満の単位で介護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働者

（同項の規定による厚生労働省令で定める一日未満の単位で取得しようとする者に限る。）」

と、第六条第二項中「前項ただし書」とあるのは「第十六条の六第二項において準用する前

項ただし書」と、「前条第一項、第三項及び第四項」とあるのは「第十六条の五第一項」と

読み替えるものとする。 

 

（準用） 

第十六条の七 第十六条の規定は、第十六条の五第一項の規定による申出及び介護休暇に

ついて準用する。➨【既設分】 

 

（育児休業申出があった場合における事業主の義務等） 

第六条 事業主は、労働者からの育児休業申出があったときは、当該育児休業申出を拒むこ

とができない。ただし、当該事業主と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組

織する労働組合があるときはその労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働
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組合がないときはその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる労

働者のうち育児休業をすることができないものとして定められた労働者に該当する労働者

からの育児休業申出があった場合は、この限りでない。 

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者➨令和 6年 5月 31日施

行分では、「1年」を「6月」と読み替えた上で準用されていたが、そもそもこの号は令和 7

年 4月 1日施行分においては準用されず撤廃されている。 

二 前号に掲げるもののほか、育児休業をすることができないこととすることについて合

理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令で定めるもの 

２ 前項ただし書の場合において、事業主にその育児休業申出を拒まれた労働者は、前条第

一項、第三項及び第四項の規定にかかわらず、育児休業をすることができない。 

 

> 
 

(雇用環境の整備及び雇用管理等に関する措置） 

第二十二条 事業主は、育児休業申出等が円滑に行われるようにするため、次の各号のいず

れかの措置を講じなければならない。➨【既設分】 

一 その雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施 

二 育児休業に関する相談体制の整備 

三 その他厚生労働省令 

(第七十一条の二 法第二十二条第一項第三号の厚生労働省令で定める育児休業に係る雇用

環境の整備に関する措置は、次のとおりとする。 

一 その雇用する労働者の育児休業の取得に関する事例の収集及びその雇用する労働者に

対する当該事例の提供 

二 その雇用する労働者に対する育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関す

る方針の周知)  

で定める育児休業に係る雇用環境の整備に関する措置 

２ 事業主は、介護休業申出が円滑に行われるようにするため、次の各号のいずれかの措置

を講じなければならない。 

一 その雇用する労働者に対する介護休業に係る研修の実施 

二 介護休業に関する相談体制の整備 

三 その他厚生労働省令 

(第七十一条の三 前条の規定は、法第二十二条第二項第三号の厚生労働省令で定める介護

休業に係る雇用環境の整備に関する措置について準用する。この場合において、前条各号中

「育児休業」とあるのは、「介護休業」と読み替えるものとする。) 

で定める介護休業に係る雇用環境の整備に関する措置 
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３ 前二項に定めるもののほか、事業主は、育児休業申出等及び介護休業申出並びに育児休

業及び介護休業後における就業が円滑に行われるようにするため、育児休業又は介護休業

をする労働者が雇用される事業所における労働者の配置その他の雇用管理、育児休業又は

介護休業をしている労働者の職業能力の開発及び向上等に関して、必要な措置を講ずるよ

うに努めなければならない。 

４ 事業主は、介護両立支援制度等申出が円滑に行われるようにするため、次の各号のいず

れかの措置を講じなければならない。 

一 その雇用する労働者に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

二 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

三 その他厚生労働省令 

(第七十一条の四 第七十一条の二の規定は、法第二十二条第四項第三号の厚生労働省令で

定める介護両立支援制度等に係る雇用環境の整備に関する措置について準用する。この場

合において、第七十一条の二中「育児休業の取得」とあるのは「介護両立支援制度等の利用」

と、「育児休業に関する制度」とあるのは「介護両立支援制度等」と読み替えるものとする。)

で定める介護両立支援制度等に係る雇用環境の整備に関する措置 

 

> 
 

第九章 事業主が講ずべき措置等 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合等における措置等） 

第二十一条 事業主は、労働者が当該事業主に対し、当該労働者又はその配偶者が妊娠し、

又は出産したことその他これに準ずるものとして厚生労働省令 

(第六十九条の二 法第二十一条第一項の厚生労働省令で定める事実は、次のとおりとする。 

一 労働者が民法第八百十七条の二第一項の規定により特別養子縁組の成立について家庭

裁判所に請求し、一歳に満たない者を現に監護していること又は同項の規定により特別養

子縁組の成立について家庭裁判所に請求することを予定しており、当該請求に係る一歳に

満たない者を監護する意思を明示したこと。 

二 労働者が児童福祉法第二十七条第一項第三号の規定により養子縁組里親として一歳に

満たない児童を委託されていること又は当該児童を受託する意思を明示したこと。 

三 労働者が第一条第一項に該当する労働者であって、同条第二項に定めるところにより

一歳に満たない者を委託されていること又は当該者を受託する意思を明示したこと。) 

で定める事実を申し出たときは、厚生労働省令(第六十九条の三 法第二十一条第一項の規

定により、労働者に対して、次条に定める事項を知らせる場合は、次のいずれかの方法（第

三号及び第四号に掲げる方法にあっては、労働者が希望する場合に限る。）によって行わな

ければならない。 
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一 面談による方法 

二 書面を交付する方法 

三 ファクシミリを利用して送信する方法 

四 電子メール等の送信の方法（当該労働者が当該電子メール等の記録を出力することに

より書面を作成することができるものに限る。） 

２ 次条に定める事項について、労働者に対して、前項第三号の方法により知らせた場合は、

当該労働者の使用に係るファクシミリ装置により受信した時に、同項第四号の方法により

知らせた場合は、当該労働者の使用に係る通信端末機器により受信した時に、それぞれ当該

労働者に到達したものとみなす。) 

で定めるところにより、当該労働者に対して、育児休業に関する制度その他の厚生労働省令

(第六十九条の四 法第二十一条第一項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 育児休業に関する制度 

二 育児休業申出等（育児休業申出及び出生時育児休業申出をいう。第七十一条において同

じ。）の申出先 

三 雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第六十一条の六第二項に規定する育児休業

給付及び同条第三項に規定する出生後休業支援給付に関すること。 

四 労働者が育児休業期間及び出生時育児休業期間について負担すべき社会保険料の取扱

い) 

で定める事項を知らせるとともに、育児休業申出等に係る当該労働者の意向を確認するた

めの面談その他の厚生労働省令 

(第六十九条の五 法第二十一条第一項の厚生労働省令で定める措置（第三号及び第四号に

掲げる措置にあっては、労働者が希望する場合に限る。）は、次のとおりとする。 

一 面談 

二 書面の交付 

三 ファクシミリを利用しての送信 

四 電子メール等の送信（当該労働者が当該電子メール等の記録を出力することにより書

面を作成することができるものに限る。） 

２ 前項第三号の措置を講じた場合には、労働者の使用に係るファクシミリ装置により受

信した時に、同項第四号の措置を講じた場合には、労働者の使用に係る通信端末機器により

受信した時に、それぞれ当該労働者に到達したものとみなす。) 

で定める措置を講じなければならない。➨【既設分】 

２ 事業主は、労働者が当該事業主に対し、対象家族が当該労働者の介護を必要とする状況

に至ったことを申し出たときは、厚生労働省令 

(第六十九条の六 第六十九条の三の規定は、法第二十一条第二項の規定により、労働者に

対して、第六十九条の八に定める事項を知らせる場合について準用する。)で定めるところ

により、当該労働者に対して、介護休業に関する制度、仕事と介護との両立に資するものと
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して厚生労働省令(第六十九条の七 法第二十一条第二項の厚生労働省令で定める制度又は

措置は、次のとおりとする。 

一 介護休暇に関する制度 

二 法第十六条の九第一項において準用する法第十六条の八の規定による所定外労働の制

限に関する制度 

三 法第十八条第一項において準用する法第十七条の規定による時間外労働の制限に関す

る制度 

四 法第二十条第一項において準用する法第十九条の規定による深夜業の制限に関する制

度 

五 法第二十三条第三項の介護のための所定労働時間の短縮等の措置（第七十四条の二及

び第七十六条第十号において「介護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）) 

で定める制度又は措置（以下この条及び第二十二条第四項において「介護両立支援制度等」

という。）その他の厚生労働省令 

(第六十九条の八 法第二十一条第二項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 介護休業に関する制度並びに前条各号に掲げる制度及び措置 

二 介護休業申出及び法第二十一条第二項の介護両立支援制度等申出の申出先 

三 雇用保険法第十条第六項第二号に規定する介護休業給付金に関すること。) 

で定める事項を知らせるとともに、介護休業申出及び介護両立支援制度等の利用に係る申

出（同項において「介護両立支援制度等申出」という。）に係る当該労働者の意向を確認す

るための面談その他の厚生労働省令 

(第六十九条の九 第六十九条の五の規定は、法第二十一条第二項の厚生労働省令で定める

措置について準用する。) 

で定める措置を講じなければならない。 

３ 事業主は、労働者が、当該労働者が四十歳に達した日の属する年度その他の介護休業に

関する制度及び介護両立支援制度等の利用について労働者の理解と関心を深めるため介護

休業に関する制度、介護両立支援制度等その他の厚生労働省令 

(第六十九条の十 第六十九条の八の規定は、法第二十一条第三項の厚生労働省令で定める

事項について準用する。) 

で定める事項を知らせるのに適切かつ効果的なものとして厚生労働省令 

(第六十九条の十一  法第二十一条第三項の厚生労働省令で定める期間は、次の各号に掲

げる期間のいずれかとする。 

一 四十歳に達した日の属する年度の初日から末日までの期間 

二 四十歳に達した日の翌日から起算して一年間) 

で定める期間の始期に達したときは、厚生労働省令 

(第六十九条の十二 法第二十一条第三項の規定により、労働者に対して、第六十九条の十

において準用する第六十九条の八に定める事項を知らせる場合は、次のいずれかの方法に
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よって行わなければならない。 

一 面談による方法 

二 書面を交付する方法 

三 ファクシミリを利用して送信する方法 

四 電子メール等の送信の方法 

２ 第六十九条の十において準用する第六十九条の八に定める事項について、労働者に対

して、前項第三号の方法により知らせた場合は、当該労働者の使用に係るファクシミリ装置

により受信した時に、同項第四号の方法により知らせた場合は、当該労働者の使用に係る通

信端末機器により受信した時に、それぞれ当該労働者に到達したものとみなす。) 

で定めるところにより、当該労働者に対して、当該期間内に、当該事項を知らせなければな

らない。 

４ 事業主は、労働者が第一項又は第二項の規定による申出をしたことを理由として、当該

労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

（育児休業等に関する定めの周知等の措置） 

第二十一条の二 前条第一項から第三項までに定めるもののほか、事業主は、育児休業及び

介護休業に関して、あらかじめ、次に掲げる事項を定めるとともに、これを労働者に周知さ

せるための措置（労働者若しくはその配偶者が妊娠し、若しくは出産したこと又は労働者が

対象家族を介護していることを知ったときに、当該労働者に対し知らせる措置を含む。）を

講ずるように努めなければならない。 

一 労働者の育児休業及び介護休業中における待遇に関する事項 

二 育児休業及び介護休業後における賃金、配置その他の労働条件に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、厚生労働省令 

(第七十一条 法第二十一条の二第二項の取扱いの明示は、育児休業申出等又は介護休業申

出があった後速やかに、当該育児休業申出等又は介護休業申出をした労働者に係る取扱い

を明らかにした書面を交付することによって行うものとする。) 

で定める事項 

２ 事業主は、労働者が育児休業申出等又は介護休業申出をしたときは、厚生労働省令 

(第七十一条の二 法第二十二条第一項第三号の厚生労働省令で定める育児休業に係る雇用

環境の整備に関する措置は、次のとおりとする。 

一 その雇用する労働者の育児休業の取得に関する事例の収集及びその雇用する労働者に

対する当該事例の提供 

二 その雇用する労働者に対する育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関す

る方針の周知) 

で定めるところにより、当該労働者に対し、前項各号に掲げる事項に関する当該労働者に係

る取扱いを明示するよう努めなければならない。 
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